
報告番号 ２号

令和６年１２月４日

根室市議会議長 田塚 不二男 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 会派 紬

代表者名 久保田 陽

区 分

□調査研究 ・ □研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ ☑北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等 北方領土返還要求運動中央アピール行動への参加

期 間 令和６年１１月３０日（土）～令和６年１２月２日（月）

参 加 者 氏 名 久保田 陽 須﨑 和貴 以上２名

応 対 者

北方領土元島民等返還運動関係者

場 所 日比谷公園野外音楽堂～鍛冶橋交差点付近

行 程 （ 概 要 ） １１/３０日 根室市内～中標津空港～羽田空港～東京都内

１２/１日 アピール行動参加

１２/２日 東京都内～羽田空港～中標津空港～根室市内

内 容 ・ 成 果 等

今年も約５００名の元島民等返還要求運動関係者が日比谷公園野

外音楽堂から鍛冶橋交差点までの１.６ｋｍを行進し、北方領土問

題の解決と国内世論の喚起を訴えた。

日比谷公園野外音楽堂で行われた出発式には、北海道選出の伊東

良孝北方担当大臣や鈴木直道北海道知事などが列席した。石垣市長

（北隣協会長）のあいさつ、来賓あいさつの後、元島民を代表し、

古林貞夫さん（国後島出身）が「近くて遠いふるさとが１日でも早

く返る日を望み、望郷の念叶わず他界した多くの墓前に吉報を届け

るその日まで、無念の思いを希望に変え、早期解決に向け力強く行

進する。」と宣言した。

今回は元島民４世にあたる根室高校生２名が初めて参加した。来

年で８０年が経つ北方領土問題。３世、４世が引き継ぐ時代にな

る。時代に合わせた運動を展開し、繋いでいく必要を感じる。



日比谷公園野外音楽堂での出発式。

アピール行進の様子。



報 告 番 号 １号

令和６年 ７月 １２日

根室市議会議長 田塚 不二男 様

会派名（議員名） 会派 紬

代表者名 久保田 陽

政務活動報告書

区 分 ☑調査研究 ・□研 修 ・□広 報 ・□広 聴

□要請・陳情活動 ・□北方領土対策活動 ・□会 議

活動テーマ・目的等 ①島根県益田市

「益田版カタリバの取り組みなどライフキャリア教育について」

②山口県萩市

「明倫学舎の保全・利活用及び観光振興について」「郷土の歴史を活

かした教育について」

以上の内容について視察、調査研究を行った。

期 間 令和６年７月１日（月）～令和６年７月４日（木）

参 加 者 氏 名 久保田 陽 須﨑 和貴 以上２名

※日本共産党根室市議団と合同で実施。

応 対 者

（ 講 師 等 ）

①島根県益田市

市議会副議長 中島 賢治氏、議会事務局次長 藤本 美香氏

議会事務局庶務係長 齋藤 雅氏、政策企画課長 田原 啓文氏

教育委員会教育部協働のまちづくり推進課長 岡崎 健次氏

教育委員会教育部協働のまちづくり推進課課長補佐 兼 国民スポー

ツ大会・全国障害者スポーツ大会準備室長 中島 光太郎氏

②山口県萩市

議会事務局書記・議会事務局調査係主任 時 健太朗氏

商工観光部観光課長 上田 知由氏、商工観光部萩・明倫学舎推進課

長 服部 哲也氏、教育委員会事務局長 植村 正氏、教育委員会学校

教育課主幹 磯村 亜由美氏

場 所 ①島根県益田市役所 島根県益田市常盤町１-１

②萩・明倫学舎 山口県萩市江向６０２

行 程 ７/１日 根室市内～釧路空港～羽田空港～岩国空港～益田市内

※羽田空港～萩・石見空港の予定だったが、使用する飛行機の遅れ



で乗り継ぎできず、岩国空港に急遽変更している。

７/２日 益田市役所（視察）～益田駅～萩市内

７/３日 萩・明倫学舎（視察）

７/４日 萩市内～益田駅～萩・石見空港～羽田空港～釧路空港～

根室市内

内 容 ・ 成 果 等 ①益田版カタリバの取り組みなどライフキャリア教育について

益田市では、９割の若者が市外に流出し、Ｕターンも３割に留ま

っている状況であり、中高生を対象にした調査でも、地域に気軽に

話ができる大人がいないという回答が４割、益田市に魅力的な大人

が多いとは思わないとの回答が半数以上あったという。こうした状

況を解決するために取り組まれている「カタリバの取り組みとライ

フキャリア教育」について、令和５年度に根室市教育委員会が開催

した東京大学 牧野 篤教授「社会教育とまちづくり」講演の中で紹

介されたことから、現地で取り組みを調査するため行政視察を行っ

た。事前に送付した質問への回答を含めて、説明をいただいた内容

を要約して報告する。

（１）「ひとづくり協働構想」と「益田版カタリバ」について

益田市ではまちの将来像を「ひとが育ち輝くまち益田」として最

上位計画にあたる第６次総合振興計画を策定した。その中でも、地

方創生・人口減少対策は「総合戦略」として抜き出された形になっ

ており、特に「ひとづくり」は総合戦略を貫くテーマとなってい

る。「未来の益田市を支える担い手の育成」「しごとの担い手の育

成」「地域づくりの担い手・リーダーの育成」を中心的なテーマと

し、各世代で具体的な施策を展開している。幼少期では「遊び」を

通して「気づき」を育てる施策、小学生期ではできるだけ多くの人

材とのコミュニケーションを重視し、ふるさとの良さやしごとを学

ぶ機会をつくる施策、中学生期では地域社会を知識だけではなく

「自分が行動する・活動する場」として先輩との交流や経営者の話

を聞くなどの施策（キャリア教育）、高校生期では職業や生き方に

ついて多様な価値観に出会える場を設定し、インターンシップの実

施などの職業選択に向けた施策、大学生等の青年期では次世代の担

い手として、またＵＩターン者の定住促進のためにも地域の「世話

役」として育成する施策、中高年期では時代を担うリーダーへの助

言や協力、地域の世話役として後継者育成する役割を担っている。

推進体制としては、市長がトップとなった「ひとづくり推進本部」

を、また本部内に各担い手部会を設置し、各計画の調整や評価行

う。なお、ひとづくり協働構想の社会教育計画への反映は、計画期

間の整合性を図るため社会教育計画を２年延長している。



益田版カタリバとは、１対１の対話を通じて「これまでの人生、

今の自分、そしてこれからどんな人でありたいか」自分自身の生き

方について考えることで自分の「心に火を灯す」授業。（現在は対

話＋として継続。後述。）本音で話ができる時間やこれからどんな

自分でありたいかの２つをポイントに、少し上の世代と子どもたち

が語り合うことで「ナナメの関係性」を築く取り組みである（小学

生と高校生のカタリバなど）。子どもにとっては「本気で向き合っ

てくれる人がいる。１人じゃない。」と思える機会を、大人にとっ

ては「多様な背景を持った子どもと対話をする中で大人自身も成長

できる」機会を作り出すという双方向の視点を持っている。令和５

年度の実績では総計１,４２４人（延べ人数）が語り合い、結果と

して子どもたちの自己肯定感や大人へのイメージが向上している。

（２）ライフキャリア教育の数値目標や年間予算等について

数値目標は、総合振興計画に目標人口として示されており、国立

社会保障・人口問題研究所（社人研）の推計を上回れるように取り

組み、２０６２年の人口を３万４,０００人（令和７年度で４万３,

５２３人）に目標を設定している。合わせて市内の高校生の就職率

は令和３年度で３５％から令和５年度で４５％に伸びている。これ

は自らの意思をしっかり持って進学・就職する生徒の割合が高まっ

ていることや家族とのつながり・地域への肯定的な思いを持って進

路を選択する生徒が増加していることが要因と市は分析している。

予算措置については、平成２９年度からの総額で約３億５,０００

万円であり、直近３年では年間６,０００万円程度の措置がなされ

ている。特徴としては、社会教育コーディネーターの配置（後述）

や中高生等ライフキャリア教育推進事業が挙げられる。また財源と

して企業版ふるさと納税を年間１,０００万円得ている。

（３）市・カタリバ・豊かな暮らしラボラトリー・公民館の役割

ライフキャリア教育に関するそれぞれの役割について、当初、市

にＮＰＯ法人カタリバから未来の担い手づくりコーディネーターと

して１名の職員の派遣を受ける形で始まった。その後、派遣された

コーディネーターが益田市で一般社団法人豊かな暮らしラボラトリ

ーの代表に就き、事業を委託されている。なお現在、ＮＰＯ法人カ

タリバと市の間には直接的な関係はない（このことから、事業もカ

タリバから対話＋と名称が変更されている）。また公民館について

は、その役割が強調されているが、市内２０の地区に１か所ずつ配

置されており、各館４名の職員体制となっている。平成３０年に

「今後の公民館のあり方についての指針」を策定しており、職員の

研修など資質向上の支援を明記した内容が特徴的である。



（４）学校や地域等との協力体制の整備について

協力体制について「ひとが育つまち益田フォーラム」を開催し、

取り組みを発表する機会をつくることで確保している。当初、取り

組みの発表と有識者による講評を行うこととしていたが、次第に市

民の語る場を拡大していき、毎回市内から３００～４００名程度が

参加し、１００名程の地域の担い手等が取り組みの発表を行う他、

質疑応答や対話を行う。一方で、フォーラム自体が固定化されてき

ているということから、令和６年度は「夏フェス」形式で開催する

ということである。

また、益田市では独自の取り組みとして社会教育コーディネータ

ーを配置している。これは社会教育法第９条の７第１項に規定に基

づく地域学校協働推進員と同様のものとして定義している。要件と

しては、教員免許・社会教育士資格者（取得の意思を持つ者も含

む）であり、個人事業主として委託契約を結ぶ。主にＩターンの若

い世代が就いており、各小学校の職員室に席を置く（６か所に配置

されている）。地域と学校をつなぐコーディネーターとして、学校

運営協議会とともに地域学校協働活動を行うほか、学校や子どもの

ニーズを把握し、放課後・休日・長期休業での学習活動の企画立案

と実施、公民館や地域住民と連携し地域資源を活用して児童の体験

活動を企画・実施、児童の学びの機会創出と受け皿となる地域の活

性化を目的とした多世代を巻き込んだ新たなつながりづくりを創出

する企画・実施に取り組むことを役割とする。

（５）まとめ

当市に置き換えて考える際、現在推進している「ピアサポート」

を中心に継続的に実施し、益田市のように積み重ねていくことが大

切になってくると考える。また、益田市の「ひとづくり協働構想」

のように世代を貫く取り組みが肝要と考える。その点、（県立や私

立）高校との連携では益田市の場合、島根県が広域的にふるさと教

育や高校魅力化を推進しており、県の施策と（県との）共通認識の

中で独自の取り組みを進めているという。地域全体として社会教育

をどう考えていくかのポイントの１つと言える。

益田市が総合戦略で掲げる「定住の基盤となるしごとをつくる」

「結婚・出産・子育ての希望をかなえる」「益田に回帰・流入・定

着するひとの流れをつくる」「地域にあるものを活かし、安心して

暮らせるまちをつくる」４本の柱は、当市も含めて多くの自治体に

おいて共通する目標である。それに加えて、まさに「まちづくりと

は人づくり」と言われるように、益田市はまちとして明確に「ひと

づくり」を掲げていることが特筆される自治体であることが理解で



きる。そのことからも、今回の行政視察では改めて社会教育の重要

性について認識を深めるとともに、「対話」の重要性と、それをど

のように行っていくのか、当市がこれからのさらなる取り組みを進

める上で、非常に参考となる事例と考える。

益田市③ 質疑応答の様子。

益田市① 中島 副議長よりご挨拶。

益田市② ひとづくり協働構想等の説明を受ける。



②萩・明倫学舎の保全・利活用及び観光振興について、郷土の歴史

を活かした教育について

（１）明倫学舎の保全・利活用及び観光振興について

萩市の観光は、かつては「まちじゅう博物館構想」のもと、市役

所隣の博物館が中心であったが、現在は明倫学舎を起点と位置付け

ている。明倫学舎（旧明倫小学校校舎）は、平成２６～２８年、令

和２年～４年度にかけて、総事業費約２４億７２００万円（うち国

庫補助金約７億６１７７万円）をかけて保存整備事業を行い、藩校

明倫館の流れを汲む萩教育の原点として本館・２号館が平成２９年

３月４日にオープン。４号館が令和４年３月に「産業振興・人材育

成・交流の拠点」として整備、３号館が令和４年９月に「観光の拠

点及び文化振興の場」として整備された。本館・２号館は、博物館

としての機能と売店やレストランが設置された観光の起点としての

機能を備えている。なお、２号館には収集家 小川 忠文氏寄贈の６

００点に及ぶ貴重な文化財が展示されている。３号館は、観光の拠

点として観光関連団体の事務所や市民ギャラリーを備え、市内外の

各種団体が研修等に活用する貸会場にもなっている。４号館は通信

環境を整備したコワーキングスペースとなっている他、子どもの第

３の居場所の設置、萩市に進出した誘致企業等の事務所にもなって

おり、７事業所が開設している。また「はぎポルト」という暮らし

の案内所が開設されており、移住・定住を希望する方への総合的な

相談窓口となっており、年間１０００件程の移住相談があったとい

う。明倫学舎の施設は「ＮＰＯ萩明倫学舎」が管理しているのが特

徴的で、会員数１３５名が１日約１３名で運営しており、館内ガイ

ドとしても活動している。また明倫学舎により市民に足を運んでも

らいたいということから、高校生が各種イベントを開催・探求の時

間で若者の利用促進について考えるなどにも取り組んでいる。来館

者数は平成３０年度に５０万人を、令和４年度に１００万人を達成

しており、令和５年度までに約１２７万人を数えている。

（２）郷土の歴史を活かした教育について

萩市の郷土の歴史を活かした教育の前段として、学校教育の基本

方針をご説明いただいた。萩市では、創造・挑戦・協働の３つの視

点の「志教育」を掲げ、社会に出たときの姿として「どのように生

きたいか」を追求するライフキャリア教育を推進している。広域的

な「やまぐち型地域連携教育～人づくりと地域づくりの好循環を創

出する～」を基に、小中一貫教育を推進するとともに、コミュニテ

ィスクールを基盤とした取り組みを展開している。主な活動と効果

については、ボランティアガイドやリトルティーチャープロジェク



ト（中学生が先生となり小学生に教える）等による地域や社会への

参画意識の向上、小・中教員同士による合同研修の実施による教員

間のつながりの強化が挙げられる。本題となる郷土の歴史を活かし

た教育については、地域の偉人でもあり、日本史上でも明治維新の

原動力となった吉田 松陰の強い影響がある。萩市では、「松陰先

生」と呼ぶのが通常であり、明倫小学校の学風として昭和５６年か

ら学年ごとに１文、６年間で１８文、「松陰先生のことば」を毎朝

朗唱している。個性の伸長や知行合一といった吉田 松陰の教えを

尊重し、郷土の先覚者に誇りを持つことで郷土愛を育むことなどを

ねらいとする。公教育に特定の思想を取り入れることに対する懸念

は時折問い合わせがあるそうだが、吉田 松陰のことばを今の時代

に合わせながら、この取り組みを続けている。

（３）まとめ

観光振興に関しては、江戸時代初期の萩立藩以来の歴史的経過が

あることから、当市と単純な比較はできないが、まちを屋根のない

博物館と見立てる「まちじゅう博物館」のような構想は、擦文文化

やオホーツク文化、アイヌ文化、明治初期からの北海道内では比較

的古い地域的な歴史背景を持つ当市においても参考となる考え方で

はないだろうか。加えて、萩市は第２次大戦中の戦災をほとんど受

けなかった経緯もあるが、地域に残る文化財を保護することの重要

性を改めて認識する機会となった。なお、萩市の観光施策全般に関

するご説明もいただいている。主な内容としては、明倫学舎は観光

の起点として駐車場に観光案内所を設置しており、そこに荷物を預

けると宿泊施設まで運んでくれる「手ぶら観光サービス」を行う

他、国内・海外にターゲットを設定するとともに、インバウンド需

要への対策強化として外国語表記・トイレ洋式化・通信環境整備・

プッシュ型のウェブ広告などを取り組んでいる。また、国の事業を

活用した観光サービスの高付加価値化（観光施設の改修等）、伝統

的建造物にあたる家屋への固定資産税減税や修繕補助も行っている

とのことである。

郷土の歴史を活かした教育については、郷土の偉人であり、教育

者でもあった吉田 松陰の強い影響が、令和の日本型教育とどのよ

うに整合性を図り取り組まれているかが気になるところでもあった

が、時代に合わせながら進めているという説明にあるように地域の

歴史・風土と前出の益田市のようなライフキャリア教育を組み合わ

せた形で取り組んでいる点が印象的であった。当市に話を置き換え

ると、世界史的にも日本史的にも、日本とロシアの交流が始まった

地域でもあり、かつて明治初期に根室県が置かれていたように開拓



の歴史を持っている。このような歴史を活かした学びを展開するこ

とも郷土愛を育むための重要な要素の１つではないか。

萩市① 教育施策について説明を受ける。

萩市② 明倫学舎の保全、観光振興について説明を受ける。

萩市③ 明倫学舎館内を見学した。


